
高齢者が地域とつながり、自らが持つ豊富な知識や技術、経験を活かし、様々な分野において活躍できるようにする。
医療、介護、介護予防、生活支援、住まいを一体的に提供する地域包括ケアシステムを深化・推進することで、地域共生社会の

実現を目指す。

埼 玉 県 高 齢 者 支 援 計 画 の 推 進 【予算額】１１０，８２１，８３０千円

１ 高齢者の活躍支援と安心して暮らせる地域社会づくり ２５２，８０４千円

（１）老人クラブ活動への支援 ３４，４７３千円
老人クラブ等が実施するボランティア活動、教養活動、健康増進活動等の経費を補助する。

（２）高齢者のいきがい・健康づくり支援及び全国健康福祉祭開催準備（ 拡 充 ）２１７，０８１千円
彩の国プラチナフェスティバル等の事業を通して、高齢者のいきがい・健康づくりを促進する。
また、令和８年度に本県で開催するねんりんピック彩の国さいたま２０２６の大会開催準備を進める。

 全国健康福祉祭（ねんりんピック）開催準備事業費 【拡充】
式典や宿泊輸送など、大会の開催に向けた各種計画を策定するとともに、節目イベントをはじめとした広報活動を通じて開催気

運の醸成を図る。また、交流大会を行う市町及び競技団体等の開催準備を支援する。

新規・拡充内容

（３）災害派遣福祉チーム体制整備事業費 １，２５０千円
大規模災害時に避難所等へ避難した高齢者等に対して、相談援助や応急的な介助等の福祉支援を行う災害派遣福祉チーム

を被災地域に派遣するための体制を整備する。

－１－
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２ 地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの深化・推進 ２２８，０６８千円

（１）専門家チームによる市町村オーダーメイド支援（ 再掲・Ｐ１８） １１，２７０千円
トータルコーディネーターが、データの活用、地域分析に関するノウハウ定着に向けた支援を行うとともに、リハビリ専

門職、地域づくりの専門家などと連携し、高齢者の介護予防や生活支援等の取組をオーダーメイド・伴走型で支援する。

（２）地域包括ケア人材育成事業（再掲・Ｐ１８） ２９，５７２千円
地域ケア会議、介護予防、生活支援などの事業を担う市町村職員等に対して研修等を実施し、地域包括ケアシステムに関

する知識やノウハウの習得を支援する。

（３）地域包括ケアシステム広域支援事業 １９，２０４千円
県内１０か所に設置している地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協力医療機関の連携により、リハビリ

テーション専門職を育成し、市町村の介護予防事業等に派遣することで、地域包括ケアシステムの構築を支援する。

（４）要介護改善等促進事業 ９００千円
介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の要介護度の維持・改善等に積極的に取り組む

事業所を評価・公表する。

（５）ケアラーを支援する施策の推進（一部新規）（再掲・Ｐ２８） １８，３７１千円
ケアラー支援に関する広報啓発や地域包括支援センター等の関係機関の人材育成のほか、介護者サロンの設置・運営の

支援や仕事と介護の両立のための啓発を行う。

（７）地域包括ケアシステム深化・推進事業（再掲・Ｐ３２） １１７，９６８千円
重層的支援体制整備に関する助言や人材育成のための研修及び交付金の交付を通じて、制度の狭間や高齢、障害、こども、

生活困窮等の分野に関連する複雑化した課題等に対応できる包括的な支援体制の構築に取り組む市町村を支援する。

（８）市町村総合相談支援体制構築事業費（再掲・Ｐ３２） １，１５６千円
総合相談支援体制構築に精通するアドバイザーの派遣、課題や手法を共有するための情報交換会の開催及び総合相談支援

体制の中核を担う人材育成のための研修を実施し、市町村の総合相談支援体制の構築を支援する。

（６）ヤングケアラーを支援する施策の推進（一部新規）（再掲・Ｐ２８） ２９，６２７千円
ヤングケアラー支援コーディネーターの設置やSNSを活用した相談窓口、オンラインサロンの設置・運営のほか、

ヤングケアラーに関する普及啓発や人材育成を行う。

－２－
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３ 認知症施策の総合的な推進 ８４，３８４千円

（１）認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費（再掲・Ｐ１９） １，８９０千円
認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成するとともに、市町村認知症連絡会を開催することに

より市町村の認知症施策の推進を支援する。

（２）認知症ケア支援事業費（ 拡 充 ）（再掲・Ｐ１９） ２５，８７２千円
認知症に関する知識等の普及・啓発・研修を実施することにより、認知症高齢者やその家族、認知症を介護する職員等を

支援する。

（３）若年性認知症の人のための施策の推進（再掲・Ｐ１９） １７，０８９千円
若年性認知症支援コーディネーターを配置し、相談対応や居場所づくり、就労支援を行う。また、セミナー等の普及啓発

を行うことにより、若年性認知症の人が社会とのつながりを保ち、生きがいを持って暮らせる環境を整備する。

（４）共生のための「チームオレンジ」構築支援事業（再掲・Ｐ１９） ６，６３１千円
認知症の人に対する地域の支援を広げるため、市町村の「チームオレンジ」の構築を支援するとともに、認知症の本人に

よる埼玉県版「希望大使」を設置し、本人からの発信を支援する。

４ 介護保険施設等の整備 ６，２０３，２６１千円

（２）介護基盤緊急整備等特別対策事業費 ２，５６５，４６３千円
地域密着型特別養護老人ホーム等の小規模施設等の整備に要する工事費用や非常用自家発電設備等の整備に対する補助を

行う。

（１）特別養護老人ホーム等整備事業費 １，５８４，７２８千円
特別養護老人ホームの創設及び増床等の整備を行う社会福祉法人に対し、整備費の一部を補助する。

（３）施設開設準備経費等支援事業費 １，９１３，４９１千円
特別養護老人ホーム等介護施設の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する経費に対する補助を行う。

（５）成年後見制度利用促進事業（再掲・Ｐ１９） ３０，４６８千円
市町村における成年後見制度を活用するための体制整備・強化を支援することにより、成年後見制度の利用を促進する。

（６）高齢者虐待対策事業費 ２，４３４千円
高齢者虐待防止に関する普及啓発を行うとともに、市町村における高齢者虐待対応、相談窓口、ネットワークづくり等の

体制整備を支援する。

－３－

（４）介護基盤整備促進事業 １６，０００千円
埼玉版スーパー・シティプロジェクトにおける地域まちづくり計画区域内での地域密着型サービス事業所の整備を促進す

るため、市町村が事業者に対して行う上乗せ補助の助成をする。
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（５）介護施設等における感染拡大防止対策への支援 １２３，５７９千円
介護施設等において、感染拡大を防止する観点から、多床室の個室化に要する改修費、簡易陰圧装置の設置に要する経費、

換気設備の設置に要する経費、感染拡大防止のためのゾーニング環境等に要する経費を補助する。

５ 介護人材の確保・定着・イメージアップ ７５５，４３０千円

（１）介護人材の確保・定着の促進（一部新規）（再掲・Ｐ１５～１７） ７１５，５８８千円
介護人材の確保・定着の促進を図るため、介護未経験者等の就労支援、市町村による介護人材確保支援、外国人人材の確

保・定着支援、新任介護職員の定着支援、介護職員への暴力・ハラスメント対策、介護のイメージアップなどを実施する。

（１）介護現場における生産性向上支援事業費（ 拡 充 ）（再掲・Ｐ１７） ４８１，２９０千円
効率的な介護提供体制の構築を進めるため、介護事業所における介護ロボットやＩＣＴ導入に係る経費の一部を補助する。
また、介護事業所の生産性向上の取組を促進するため、ワンストップ窓口による支援を行う。

６ 介護現場の革新に係る支援 ４８１，２９０千円

７ 介護保険の持続可能な制度運営 １０２，８１６，５９３千円

（１）市町村介護保険財政支援事業費 １０２，７８３，４５１千円
介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法定割合を負担するとともに、介護保険財

政の安定化を図るため、介護保険財政安定化基金を管理し、貸付等を行う。

（２）介護保険制度運営推進事業費 １１，０５１千円
介護サービス事業者に係る苦情処理体制の整備、介護保険に係る不服申立への対応、要介護認定の水準向上のための研修

を行うとともに、介護給付適正化の取組を進める。

（３）介護サービス情報の公表 ２２，０９１千円
介護サービス事業者が利用者などに対し、必要な情報を提供する体制の整備を進める。

－４－

（２）福祉・介護人材育成促進事業 ３３，８９２千円
介護人材の確保・定着を図るため、将来、県内の社会福祉施設等への就職を希望する学生に対する修学資金、離職後に

再就職する介護職員（潜在介護職員）に対する就職準備金、他業種で働いていた者等が介護職員初任者研修等を修了し、
県内の介護事業所等に就職する場合の就職支援金及び福祉系高校に通う生徒に対する修学資金の貸付け等を実施する。

（３）介護福祉士を目指す外国人留学生の応援事業 ５，９５０千円
介護福祉士養成施設が、在学する外国人留学生に対して日本語学習や国家試験対策等の専門知識習得のための課外授業を

実施した場合に、その経費の一部を補助する。
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